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地方税財源の充実・強化について 

 

 

《提案・要望の内容》 

 

【地方交付税関係】 

○新型コロナウイルス感染症による影響に加え、円安の進行や物価高騰等により、

感染症対策はもとより疲弊した地域経済の回復に必要な財政需要が見込まれる

ことから、安定的な財政運営に必要な一般財源総額及び地方交付税総額を確保す

るとともに、別枠の加算により、臨時財政対策債の増加を抑制すること。また、

財政力の弱い地方部の自治体においても必要かつ十分な対策が実施できるよう

特別な措置を講じること。  

 

○臨時財政対策債の残高は依然として高い水準であることから、地方交付税の法定

率引上げにより交付税原資を確保し、臨時財政対策債の縮小・廃止に努めること。 

 

○今後も増加する社会保障の財源を確実に確保するため、基準税率の引き上げなど

により、これまで以上に地方交付税の財源保障機能を強化するとともに、地域経

済の回復や人口減少対策、地域社会の持続性確保などの様々な課題に的確に対応

していく必要があることから、「地域社会再生事業費」及び「地域デジタル社会

推進費」を継続するとともに、これらの算定等を通じて、財源調整機能を適切に

発揮し、地方部の団体においても必要な財源が配分されるようにすること。 

 

○マイナンバーカードの交付率を普通交付税の算定に反映させる検討をすること

が示されているが、単純に市町村の交付率を乗じるといったものではなく、地域

の実情に即した算定方法を検討すること。 

 

○デジタル田園都市国家構想総合戦略（仮称）の策定後も、これまで地方が進めて

きた地方創生の取組が無駄にならず、地域の実情に応じた取組を地方が継続的か

つ主体的に進めていくことができるよう、「まち・ひと・しごと創生事業費」な

どの地方創生の取組に必要な経費を拡充・継続し、地方財政計画において必要な

措置を行うこと。 

 

 

 

 

 



 

 

 

【税制関係】 

 

○消費税軽減税率制度の実施に伴い令和５年１０月に導入される「インボイス制

度」について、中小企業者等に混乱が生じないよう実情を踏まえた対策をとるこ

と。特に、仕入税額控除との関係で影響が及ぶ農事組合法人やシルバー人材セン

ター等について、個々の事業者の事情を踏まえ具体的な影響を検証し、適切な措

置を講じること。 

 

○自動車税は道路損傷負担金的性格も有する基幹税であり貴重な自主財源となっ

ていることや、電動車の増加が見込まれることに伴って、現行制度を前提とすれ

ば税収の減少にもつながること等を踏まえ、見直しに当たっては地方の財政需要

に対応した財源を安定的に確保できるよう慎重な検討を行うこと。 

 

○外形標準課税の適用対象法人のあり方等について検討を行うに当たっては、地域

経済への影響や納税者及び課税庁の事務負担に配慮するとともに、安定的な税収

や税負担の公平性の確保等の観点から、事業活動の実態を踏まえて見直すこと。 

 

○OECD 等で国際合意に至った経済のデジタル化に伴う国際課税ルールの見直しの

将来的な国内法化を見据え、デジタル技術を活用し国境・都道府県境を超えて行

われる取引等が拡大していく社会情勢に的確に対応する地方課税のあり方につ

いて、地方税収を確保する観点から適切かつ早期に検討を開始すること。 

 

○法人事業税における電気供給業及びガス供給業に係る収入金額による課税方式

については、令和４年度与党税制改正大綱の検討事項において、「その課税のあ

り方について、引き続き検討する」こととされているが、収入金額による課税は、

受益に応じた負担を求める課税方式として、長年にわたり外形課税として定着

し、地方税収の安定化にも大きく貢献していることから、現行制度を堅持するこ

と。 

 


